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１． 地域脱炭素の意義
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2050年ネット・ゼロに向けた進捗

◼我が国は、2050年までにカーボンニュートラルの実現を目指している。

◼ 2024年度の我が国の温室効果ガス排出・吸収量は約9億9,400万トン（CO2換算）
となり、2013年度比28.7%減少（▲約3億9,950万トン）。 
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※電力起因CO2：自家用発電からの排出も含めるように推計
※熱・燃料起因CO2：自家用発電からの排出を含めないように推計。また、地域熱供給からの
排出は含む
※ガス：業務その他部門、家庭部門、産業その他の内、天然ガス、都市ガスからの排出を含む
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（事業用発電からの排出は含まれず、自家用発電からの排出は含まれる）
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日本の電源構成の推移と2030年度の電源構成

◼CO2を出さない電源を増やす必要。再エネの主力電源化は一貫した方針。

※2040年度に向けた
総発電電力量の
内訳見通し

➢火力３～４割程度
➢原子力２割程度
➢再エネ４～５割程度

脱炭素電源の転換がカギ
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出典（左グラフ）：電力・ガス事業分科会 再生可能エネルギー主力電源化小委員会（第1回） 資料3
（右グラフ）総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第55回会合）資料1に基づき近畿地方局作成

水力
11
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2030年度の導入目標及び2040年度に向けた方向性
◼ 太陽光は将来にわたって最も伸びが期待されている電源の一つ。

◼地域偏在性の少ない太陽光を全国どこでも使いこなし、使い尽くす社会に向け
て取組を進めていく必要がある。

出典：総合エネルギー統計、第6次エネルギー基本計画、第7次エネルギー基本計画案、
2040年度におけるエネルギー需給の見通し（関連資料）より

発電電力量 １兆kWh 1.1～1.2兆kWh程度

2030年度の導入目標及び2040年度に向けた方向性
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太陽光発電の更なる導入の必要性

◼太陽光発電の2025年12月末時点の導入量は78.0GW。2030年度目標
（103.5～117.6GW）の実現には、今後約5年間で26～40GWの導入、す
なわち、５～8GW/年のペースで導入を継続していくことが必要となる。

【グラフ出典】第2回再生可能エネルギー主力電源化
小委員会（2026年6月24日）資料１
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太陽光発電の導入状況

◼太陽光発電の年間導入量は、FIT/FIPによらない導入量を含めると、直近では
概ね3.5～５GW/年程度の追加導入が見られる。

◼2023年度の再エネの自家消費量は約14億kWh・約２GWとされている。

【グラフ出典】第2回再生可能エネルギー主力電源化
小委員会（2026年6月24日）資料１
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再エネの主力電源化に向けた取組

◼再エネの主力電源化に向けた最大の課題は、地域共生を前提とした自立電源化。

＝FIT制度等の国民負担によらず、民間投資ベースで導入が進む状態とすること。

その他、主力電源化に向けて、
地域共生、負担抑制、系統負荷、イノベーション、廃棄等の各課題に取組中。

自立電源化に向けた取組

①自家消費型、相対取引（PPA等）の推進

②FIP制度の活用促進
⚫ 従来の固定価格制度から市場連動型へ、再エネの市場統合に向けた移行を促進中。

⚫ 自家消費型や相対取引は、FITやFIP制度を活用しない自立電源（いわゆる「非FIT」）。

⚫ 市場の価格変動の影響を減じ、環境価値の確保が可能。民間ベースでの取組が進むほか、重
点対策加速化事業（後述）を活用し、地域から非FIT投資を促すモデルを創出中＝地域脱
炭素
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２．地域脱炭素推進の手段

-重点対策加速化事業の活用-
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地域脱炭素移行・再エネ推進交付金

重点対策加速化事業

⚫市域全体で重点的に導入促進を図るべき取組を支援

⚫具体的には以下5つから必要な施策を選択し組み合わせて実施
          ①屋根置きなど自家消費型の太陽光発電

          ②未利用地、ため池等を活用した地域共生・地域裨益型再エネの立地

          ③業務ビル等の徹底省エネ・ZEB化誘導

          ④既存住宅の断熱改修など住宅・建築物の省エネ性能等の向上

          ⑤ゼロカーボン・ドライブ

⚫ 事業所や住宅への再生可能エネルギーの導入を積極的に支援
（補助率上限：事業所5万円/kW、住宅7万円/kW）

⚫地方公共団体が事前に作成した事業計画に則り、概ね5年程度事業を実施
（1提案あたり最大10億円～15億円）

⚫FITやFIPとの併用は不可（非FIT）

まずは再エネ自家消費を確実に進める
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（参考）電気料金単価の推移

■東日本大震災以降、燃料費高騰を背景に電気料金は全体として上昇傾向。 

家庭向け
2010年度比53%上昇

産業向け
2010年度比83%上昇



13

（参考）電力料金の仕組みから見る自家消費志向の妥当性

◼電気料金は基本料金と電力量料金の二部構成で設計され、系統を利用した電力
の分だけ燃料費調整額と再エネ賦課金が付加される事が多い。

◼建物設置（オンサイト）設置の自家消費は、燃料費調整額及び再エネ賦課金が
かからない、長期安定的な電源ということができる。

基本料金 電力量料金 燃料費調整額
再生可能エネルギー
発電促進賦課金+ + +

＜一般的な電気料金の仕組み＞

燃調単価（円/kWh）
×使用電力量（kWh）

賦課金単価（円/kWh）
×使用電力量（kWh）

単価（円/kWh）
×使用電力量（kWh）

建物屋根で発電した電力を自家消費することで、系統由来の電力を削減
＝通常の電力料金内に組み込まれている価格変動リスクを最小限に抑え
ることができる

※R8年度は4.18円／kWh※市場価格調整額を加
算するメニューもある。
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重点対策加速化事業の販売店目線でのデメリット

②自治体の創意工夫を促す制度設計がゆえに、自治体毎
で補助対象や細かい要件が異なる場合がある

①採択されている自治体のみで活用できる補助金のため、
取引先や顧客含め、認知度が低い

販売店の皆様にご活用いただけるチラシを提供可能
（ただし、活用にあたっては事前に「近畿地方再エネ導入促進のための協力宣言事業者登録
制度」への登録が必要です）

近畿環境局サイトにて、必要情報を整理して公表しております
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①重点対策加速化事業の広報チラシ

◼事業者向け・個人向けの2種類を用意。

◼基本的に「近畿地方環境事務所作成チラシ」＋「各自治体作成チラシ」のセットでの活用を想定。

◼ 「近畿地方再エネ導入促進のための協力宣言事業者登録制度」において登録された販売店等にのみ提供。

【特徴（表面）】

①
①

②
②

太陽光発電設備を導入す
ることで得られる効果を目立
つように表示

①導入効果

シミュレーション結果を表示
し経済性メリットが得られる
ことを強調

②シミュレーション結果
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①重点対策加速化事業の広報チラシ

事業者向け（裏） 個人向け（裏）

①①

②②

③ ④

⑤ ⑤

【特徴（裏面）】

重点対策加速化事業の選
定自治体（R7.2時点）を
一覧化

①選定自治体

「近畿地方再エネ導入促進
のための協力宣言事業者
登録制度」について案内
（制度の紹介は後述）

②協力宣言事業者

余剰電力の買取事業者につ
いて案内（個人向けのみ）

④余剰買取事業者

一般的な事業所における太
陽光発電設備の導入フロー
を提示（事業者向けのみ）

③設備導入フロー

販売店等が営業活動の中で活用
できるよう社判等を押す欄を作成

⑤販売店等活用欄
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②事務所サイトでの情報の一覧化

◼選定自治体の補助情報（間接太陽光・蓄電池）を一覧にして掲載し、各自治体の重点対策
加速化事業の紹介サイトへのリンクをつける。

クリックすると
別ページへ

最初のページには最低限の情報（選定自治体名、補
助対象設備、URL）のみ、より詳細を知りたい人は「詳
細」ボタンをクリックする
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②自治体別補助詳細一覧表（イメージ）

◼自治体名、補助対象（個人／事業者）、補助対象設備、補助率、補助上限、

予算規模、事業の対象年度 等の情報を掲載
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近畿環境局サイトでの情報掲載場所

◼近畿管内の選定自治体における太陽光・蓄電池の補助金情報を一覧にして掲
載（各自治体の重点の紹介サイトへのリンクも掲載）。

◼「近畿地方再エネ導入促進のための協力宣言事業者登録制度」や、協力宣言
事業者の情報を掲載。

近畿管内自治体の情報一覧 協力宣言事業者制度の紹介サイト
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まとめ

◼再エネの主力電源化は国の一貫した方針であり、その達成に向けては地域共生

を前提とした再エネの自立電源化が課題。

◼自立電源化に向けてはFIP促進に加え、地域から非FIT投資を促すモデル（地

域脱炭素）も必要。

◼非FIT投資を促す具体的施策として、環境省では重点対策加速化事業を用意。

特に住宅や事業者屋根等での自家消費を推進している。

◼重点対策加速化事業の積極的な活用をお願いしたい。



ご清聴ありがとうございました。
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